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平成26年度

予算額(千円)
概　　要

大阪府 生活支援
障がい者地域生活支援体制整備事業（障がい福祉室地域
生活支援課）

平成24年度 45,967
　障がい児施設に入所する18歳以上の障がい者の地域移行・地域
定着を推進するため、また施設に入所する障がい者が地域で安心
して暮らすことができるよう、地域生活支援体制整備する。

大阪府 生活支援
身体障がい者手帳診断助成事業（障がい福祉室地域生活
支援課）

昭和25年度 25,935

　身体障がい者手帳の交付を申請するときは、大阪府が指定する
医師の診断書が必要であるが、この診断料について、市町村民税
非課税世帯に属する者に対し市町村が診断料助成を行う場合、市
町村に対し補助を行う

大阪府 生活支援
精神障がい者相談員設置事業（障がい福祉室地域生活支
援課）

平成14年度 632

　精神障がい者の相談に応じ、必要な助言を行うとともに、地域活
動の推進、関係機関の業務に対する協力、精神障がいに対する府
民の認識と理解を深める等精神障がい者の保健・医療・福祉の増
進に資する

大阪府 生活支援
在宅重度障がい児(者)介護手当給付事業(障がい福祉室地
域生活支援課)

昭和49年度 248,158
　常時複雑な介護を必要とする在宅の重度障がい者の介護者に対
して手当を支給することにより、介護者の負担の軽減を図り、もって
重度障がい者の福祉の増進に資する

大阪府 生活支援
重度障がい者特例支援事業（障がい福祉室地域生活支援
課）

平成6年度 31,943

　重度の障がいがある在日外国人等で、年金制度上の理由により
国民年金法に規定する障がい基礎年金を受給できない障がい者
に対し、その自立生活を支援し、もってこれらの者の福祉の増進に
資することを目的とする

大阪府 生活支援
重症心身障がい児者地域ケアシステム整備事業（障がい福
祉室地域生活支援課）

平成26年度 16,860

　医療的ケアが必要な重症心身障がい児者の地域生活を支えるた
めに、医療・福祉サービスの基盤の充実を図るとともに、医療・保
健・福祉・教育など様々な専門分野の支援者の円滑な連携体制の
もと、地域生活の維持・継続のための地域ケアシステムの実践を行
う。

大阪府 生活支援 難聴児補聴器交付事業（障がい福祉室地域生活支援課） 昭和50年度 800
　身体障がい者手帳の交付対象とならない軽度難聴児に対して補
聴器を交付する

大阪府 生活支援 障がい児の居場所づくり事業（子ども室子育て支援課） 平成22年度 11,465

　支援学校の児童を新たに地域の放課後児童クラブに受け入れる
ための体制整備や、既存資源(児童館・青少年センター等)を活用し
た障がいのない児童との交流事業の実施などの市町村の取組を
支援する

都道府県における障害者施策単独事業一覧（平成26年度）
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大阪府 生活支援 ヒーリングガーデナー支援事業（公園課） 平成8年度 -
　高齢者や障がい者が安心して府営公園を利用できるようにサ
ポートを行うボランティアの支援を行う

大阪府 生活支援
障がい福祉施設機能強化推進事業（障がい福祉室地域生
活支援課）

昭和48年度 231,748
　障がい児施設種別毎の課題に対応するため、施設に対し助成
し、利用者支援の向上を図る

大阪府 生活支援
発達障がい児者総合支援事業（障がい福祉室地域生活支
援課）

平成25年度 35,835
  発達障がい児者のライフステージに応じた一貫した切れ目のない
総合的な支援として、乳幼児健診の実施体制の充実や地域の発
達障がい児を支援する事業所の育成を行う。

大阪府 生活支援 発達障がい啓発事業（障がい福祉室地域生活支援課） 平成26年度 -
『世界自閉症啓発デー』である４月２日に『発達障がい啓発シンポ
ジウム』及び『大阪城天守閣のブルーライトアップ』を実施

大阪府 生活支援 視覚障がい幼児療育指導事業（子ども室家庭支援課） 昭和61年度 6,058
　視覚障がい幼児の発達保障に寄与するため、就学前の視覚障が
い幼児とその保護者に対し、必要な指導と援助を行う

大阪府 保健・医療
重度障がい者訪問看護利用料助成事業（障がい福祉室地
域生活支援課）

平成8年度 94,207

　重度障がい者(児)の在宅医療を推進し、訪問看護制度の利用を
促進するため、在宅の重度障がい者(児)が知事の指定した訪問看
護ステーションを利用する際に、利用料の助成を行う市町村へ補助
する

大阪府 保健・医療
身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業（国民健
康保険課）

昭和48年度 6,240,656

　市町村が実施する医療費助成事業に対し、補助金を交付する
　　○対象者
　　　・1、2級の身体障がい者手帳所持者
　　　・重度の知的障がい者（児）
　　　・中度の知的障がい者（児）で身体障がい者手帳所持者
　　○所得制限
　　　本人所得462万1千円以下（単身の場合）

大阪府 保健・医療
障がい者歯科診療施設の人件費補助事業（保健医療室健
康づくり課）

昭和49年度 14,624
　障がい者の歯科診療を行う医療機関に対して、人件費の補助を
行う

大阪府 保健・医療
障がい者歯科診療センター運営事業（保健医療室健康づく
り課）

昭和49年度 23,823
　大阪府における障がい者の拠点施設として障がい者歯科診療セ
ンターを運営委託
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大阪府 保健・医療 先天性代謝異常等検査事業（地域保健課） 昭和52年度 107,536
　先天性代謝異常等は、放置すると障がいが残ったり、死亡に至る
ケースがあるため、新生児を対象にマス・スクリーニング検査を実
施し､異常の早期発見・早期治療につなげていく。

大阪府
教育、

文化芸術活動・
スポーツ等

フレンドシップキャンプ事業（青少年･地域安全室青少年課） 昭和57年度 1,674
　障がいのある青少年が自然の中で野外活動を行い、仲間との共
同生活を通して、社会参加の契機とする。また、障がいのない青少
年との相互交流を深める契機とする

大阪府
教育、

文化芸術活動・
スポーツ等

障がいのある生徒の高校生活支援事業（私学・大学課） 平成23年度 2,432
障がいのある生徒が安心して通える学校づくりを支援するために、
生徒一人ひとりの障がい等の状況に応じ、私立高等学校等が、介
助員及び学習支援員を配置した場合に補助する。

大阪府
教育、

文化芸術活動・
スポーツ等

障がいのある生徒の高校生活支援事業（高等学校課） 平成23年度 114,297
府立高等学校において、障がいのある生徒と障がいのない生徒の
「ともに学び、ともに育つ」教育を推進するため、教育環境の整備を
行う。

大阪府
教育、

文化芸術活動・
スポーツ等

高等学校における発達障がい等支援事業（高等学校課） 平成25年度 1,620

高等学校に在籍する発達障がい等がある生徒の、卒業後の自立し
た社会生活に必要な力を育成するため、キャリア形成の観点から
個々の特性を把握する手法を発達障がい等支援研究校で研究し、
適切な支援の普及を進めていく。

大阪府
教育、

文化芸術活動・
スポーツ等

知的障がいのある生徒の教育環境整備事業（教育委員会
教育振興室支援教育課）

平成18年度 30,654
　知的障がいのある生徒の後期中等教育の充実を図るため、府立
高校において「ともに学び、ともに育つ」を推進する環境を整備する

大阪府
教育、

文化芸術活動・
スポーツ等

市町村医療的ケア体制整備推進事業（教育委員会教育振
興室支援教育課）

平成18年度 112,880
　医療的ケアを必要とする児童生徒のために、看護師を配置する
市町村に対し、その経費の一部を補助する

大阪府
雇用・就業、

経済的自立の支援
障がい者サポートカンパニー制度（障がい福祉室自立支援
課・雇用推進室就業促進課・教育振興室支援教育課）

平成26年度 1,254

　障がい者の雇用や就労支援を積極的に実施する企業及び団体
等を登録し、その取組みを広く府民に周知を図るとともに、府と企
業等が協力して障がい者の就労支援並びに障がい者の雇用を一
層拡大する
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大阪府
雇用・就業、

経済的自立の支援
障がい者就労支援強化事業（障がい福祉室自立支援課） 平成24年度 53,744

　就労移行支援事業所及び就労継続支援B型事業所等において一
般就労を希望する障がい者に対し、個々人の適性とニーズに沿っ
た実習・雇用受入先企業の開拓を行うとともに、就労マッチングか
ら職場定着まで、地域の障害者就業・生活支援センターと連携しな
がら、、きめ細やかな人的支援を行う。また、各障害者就業・生活
支援センターの圏域内の就労支援に関わる関係機関が連携・協力
して支援にあたるようネットワークを構築・強化するとともに、各セン
ター相互の連携を強化し、情報の集約・共有化を図る。

大阪府
雇用・就業、

経済的自立の支援
知的障がい者就労支援事業（子ども室子育て支援課） 平成11年度 17,596

　大阪府立大型児童館ビッグバンで知的障がいのある者を実習生
として受け入れ、就労体験を通じて、一般企業での就労に必要な知
識や経験の獲得を図る。仕事内容は、清掃業務等。知的障がい者
の就労を支援するとともに、職員や来館者の障がい者理解を深め
る機会を提供する。

大阪府
雇用・就業、

経済的自立の支援
視覚障がい者施術所整備運営助成事業（保健医療室保健
医療企画課）

昭和22年度 810
　視覚障がい者が開設する施術所の施設・設備整備を行う際の事
業資金融資について、信用保証料を交付することにより、整備促進
を図る

大阪府
雇用・就業、

経済的自立の支援
聴覚障がい者ワークライフ支援事業（雇用推進室就業促進
課）

平成14年度 7,145
　手話通訳を必要とする聴覚障がい者の労働に関する相談や職業
生活の問題解決に向けて、雇用相談員（聴覚障がい者支援ワー
カー）を2名配置し、聴覚障がい者の雇用に関する支援を図る

大阪府
雇用・就業、

経済的自立の支援
平成21年度 14,785

　府と取引のある事業主に法定雇用率の速やかな達成を誘導
　知的障がい者や精神障がい者等の雇用の場となる特例子会社
の設立を促進
　障がい者を雇用しようとする企業への支援や専門家派遣

大阪府
雇用・就業、

経済的自立の支援
平成22年度 12,213

　障がい者雇用を促進するため、教育委員会と連携して、支援学校
生徒等をカウンセリングから定着支援まで、一貫したサポートのも
とに民間企業への就職を支援

障がい者雇用№1に向けた企業の取り組み促進（雇用推進
室就業促進課）
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大阪府
雇用・就業、

経済的自立の支援
精神・発達障がい者職場定着支援（雇用推進室就業促進
課）

平成26年度 8,176

　＜精神・発達障がい者職場サポーター養成研修事業＞
　精神障がい者雇用企業での体験研修やセミナー受講等を通じ
て、企業の受入れ環境を整備することにより、精神障がい者の雇用
の促進や職場定着の向上を図る。

　＜精神・発達障がい者雇用管理普及事業＞
雇用する精神障がい者等のセルフコントロールを積極的にサポート
できる雇用管理手法の普及を進め、企業の定着支援能力を強化す
ることにより精神障がい者の職場定着の向上を図る。

大阪府
雇用・就業、

経済的自立の支援
ハートフル税制（雇用推進室就業促進課） 平成22年度 －

　新たに認定される特例子会社等や障がい者を多数雇用する中小
企業の法人事業税を軽減することにより、障がい者の雇用機会の
維持・拡大を図る

大阪府 生活環境 交通安全施設整備事業（交通道路室道路環境課） 平成5年度 1,164,919 　歩道の段差改善や有効幅員の確保等を実施する

大阪府 生活環境
重度障がい者等住宅改造助成事業（障がい福祉室地域生
活支援課）

平成7年度 39,766
　重度障がい者等が、住み慣れた地域で、自立し、安心して生活が
できるよう日常生活の基礎となる住宅の改善を促進し、生活の利便
性を図る

大阪府 生活環境 大阪あんしん賃貸支援事業（居住企画課） 平成18年度 －

  府内の民間賃貸住宅に入居を希望する障がい者、高齢者、外国
人、子育て世帯(以下「障がい者等」という。)が円滑に入居できるよ
う、府、市町村、宅地建物取引業団体等が連携して、障がい者等の
入居を拒まない民間賃貸住宅の登録及びこれら情報の提供を行
う。

大阪府 生活環境
府有施設及び市町村有施設のバリアフリー情報を大阪府
ホームページで発信（建築企画課）

平成22年度 －

　高齢者や障がい者等、利用者の立場に立ち、各施設を「使いやす
く、探しやすく、選びやすく」するための取り組みとして、府有施設及
び市町村有施設のバリアフリー情報やアクセス情報を大阪府の
ホームページで発信する。

大阪府 安全・安心 消費者啓発事業（消費生活センター） 平成19年度 719
　生活情報誌「くらしすと」の内容のうち、重要な部分を点字刊行物
として作成、配布し、情報提供を実施。

大阪府 その他 障がい者週間事業（障がい福祉室障がい福祉企画課） 昭和58年度 570
　府民に対して「障がい者週間」（１２月３日～９日）を広く周知する
とともに、障がい者を取り巻く課題について正しい理解と認識を広
める。


